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先週の拙稿を読んだ方から「PPP 
税制で、どの様にレジリエンスが整備できるのか？」という質問を頂いた。これに答える短い論考を今週はアップする。
端的に言うと、レジリエンスに関連した社会インフラには二種類ある。一つは、「必要だ」と誰もが納得する社会インフラ、つまり「見えるレジリエンス」。例えば、笹子トンネルの補修。これは誰もが「必要だ」と思うだろう。これが「見えるレジリエンス」。これは政府からの「助成金」でインフラ整備することができる。
他方、「必要だ」と地元の人や専門家は思えるが、一般の人々はそうは思えない社会インフラ、つまり「見えないレジリエンス」。例えば、「3.11」以前に主張されていた「15メートル超の津波に備える防波堤」
、
、
。これには一般からの支持が得られないので「助成金」はあてがわれにくい。お金以外でも社会からのpublicな「助勢」は得られにくい。当事者達でprivateに整備するしかない。
先の質問に対する「答え」を先回りして言うと、この「見えないレジリエンス」がPPP税制の様な「投資の税優遇」によって整備促進されるのだ。

今までの日本、あるいは、20世紀中葉までの世界だと、この手の「見えない」社会インフラの整備は後回しにされていた。あるいは「無理だ。出来ない」とあきらめていた。「助成金」でインフラ整備するので建設業者は手一杯だし、社会全体としても資金的に余裕がなかった。なにより、「多数の同意」が得られないのだから優先順位は低くなり、「青の洞門」
の禅海和尚
でも現れない限り、整備されることはなかった。
ところが、「見えるレジリエンス」のインフラ整備が一通り済んでみると、依然として助成金はつけられないものの社会全体としては余剰資金が出来てきた
し、「見えない」というか、せっかく「地元の人や専門家」には見えているのだからこれを何とか整備できないかという気運が、日本を除く世界で20世紀中葉以降、高まっていった。そして、先週説明したPPP税制が日本を除く世界では発明され展開されていった。
PPP税制では「見えないレジリエンス」が整備促進される。　従来ならば当事者がprivateに整備していた社会インフラが、社会全体からの同意は得られていないのに「税金」が投入されて整備されるのが「PPP税制」だ。
少し説明しよう。米国再生再投資法ARRA2009の§1603「再生可能エネルギー投資への税額控除相当金の直接支給制度」
で、この「社会合意なき税金投入」
を説明しよう。
いきなりだが、このARRA2009 1603 Websiteを最下部までスクロールし、更に、Here is a LIST OF AWARDS. This list is updated frequently. の靑字部分をクリックし、現れたエクセル表を最下行までスクロールして「Total」の行を見つけて、「見えないレジリエンス」整備への「社会合意なき税金投入」の或る一例の総額を、読者には、確認して欲しい。
今日（2013.01.17）現在、その額は実に $ 15,964,130,442.00だ。約160億ドル。1ドル85円として、約1兆3600億円。これが、再生可能エネルギー投資への「社会合意なき税金投入」の総額だ。「スゴい」と思いません？
ARRA2009 §1603「税額控除相当額の直接支給制度（Payments in Liu of Tax Credits）」をもう少し説明しよう。読者の方は、先ほど開いたエクセル表の最上行のDカラム：許可金額（Approved Amount）の列をツラツラ眺めながらお聞き願いたい。
1603プログラムでは、再生可能エネルギー投資を予定するentity（事業者）は、投資総額の30％ 
を税額控除申請書に記載して連邦政府に提出する。すると政府は、記載に不備がないか等の簡単なチェックの後、申請された税額控除額を、この最上行のDカラム：許可金額（Approved Amount）として該entityに知らせてくるのだ。

そして（ここが大事なのだが）実は、事業者達は実際に税務申告し税の減額を受ける前に、即ち、ARRA2009 §1603の税額控除申請した後じきに、この許可金額のお金を政府に支給してもらう。これが「Payments in Liu of Tax Credits（税額控除の代わりに支給）」の意味だ。
だから、この事業者達は実際の税務申告の際は、税額控除申請した金額を税務申告用紙に記載しはするものの、実際の税減額は受け取らない。
勿論細かく言うと、例えば、税額控除申請した金額よりも税務申告用紙に記載した「実際の投資額の30%」の方が大きければ該事業者はその差額を追加で「税減額」してもらう。
この仕組みには二つメリットがある。政府側には「税収が減らないメリット」が、そして、民間事業者側には「先に税額控除相当額をもらえるメリット」がある。
政府側の「税収が減らないメリット」。先ほど見て頂いた「約1兆3600億円」の税金の使い道は、ARRA2009 §1603参加事業者達に決めてもらったものの、「税収」は減らない。税収が「約1兆3600億円」減収するということはない。イメージとしては、歳入と歳出の起こる順番が逆転すると思えばよい。通常は歳入があって歳出をするが、歳出をしておいて後から歳入があるというイメージ。だから歳入額は税額控除によって減ることはない。
実は、2009年オバマが大統領一期目就任直後にARRA2009を打ち出して、「総額70兆円を超える財政投入」をしたが、その三分の一は「減税」であり、更にその少なくない部分がこういった巧妙に設計された「税収減を伴わない減税政策」なのだ。
こういったことが、日本では全く話題にならないで、「オバマは大きな政府志向だ」と稚拙な誤解を繰り返している。日本では、相も変わらず「赤字国債発行の公共投資」が繰り返されている。不勉強ハナハダしい。暗澹たる気持ちに私はなる。
民間事業者側の「先に税額控除相当額をもらえるメリット」、これについては、本コラム読者には解説する必要はないだろう。

以上、地元の人や専門家しか分からない社会インフラ、即ち、「見えないレジリエンス」が、PPP税制によって整備促進されることを説明した。日本の人々が1日も早く、こういった「税制Innovation」が日本以外の世界では起こっていることに気づいてくれることを願って、今回の短い論考を終えたい。
来週からはもうそろそろ「本流」即ち、「米国Partnership税制進化史」の解説に戻りたいものだ。何かまた「飛び込み仕事」が入ってくるかもしれないけれど．．．。

兎に角、今週は以上。来週も乞うご期待。

�  Public Private Partnershipのアクロニム。


�　例えば� HYPERLINK "http://www.yomiuri.co.jp/science/news/20110824-OYT1T00991.htm" \t "_blank" ��「東電、１５ｍ超の津波も予測」�の記事。あるいは1100年前の貞観地震の研究者の� HYPERLINK "http://sankei.jp.msn.com/affairs/news/110328/dst11032819290055-n1.htm" \t "_blank" ��「研究成果を生かせなかった…」�の記事。これらを参照方。


�  具体例はほかにも色々ある。例えば、隣国の社会インフラ整備。中国のダムや鉄道や道路といったものの整備も、日本からはその必要性が「見えにくい」ので、一種の「見えないレジリエンス」だと言えよう。


� 「技術者倫理」の問題にもつながるが、それは別途論じたい。


� 大分県中津市本耶馬渓町樋田にある耶馬渓の山国川に面してそそり立つ競秀峰の裾にある洞門（隧道、トンネル）。出典：Wikipedia


� 諸国遍歴の旅の途中、耶馬溪の競秀峰に立ち寄った禅海和尚は、断崖絶壁に鎖のみで結ばれた難所で通行人が命を落とすのを見て、ここにトンネルを掘り安全な道を作ろうと、托鉢勧進によって掘削の資金を集め、石工たちを雇ってノミと槌だけで30年かけて掘り抜いたといわれている。出典：Wikipedia


�  日本には現在、国の借金が約1000兆円あるが、個人金融総資産は約1500兆円ある。


�  厳密に言えば、これはPPPではなくPP、つまりPrivate Partnershipでの例だ。


�  勿論、大枠としてのこの減税税制には国会の合意がある。個々の投資案件に対して社会全体でのチェックはしない、ということだ。或る意味「小さな政府」つまり「個々人の大きな社会的責任」の現れの一つとも言える。


�  小規模な地熱発電所などでは「10%」。
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